
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 

２０１８年 ８月 ３０日（木） １３：３０～１６：３０ 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

181690-0303（※） 民法改正によって生じる契約実務への影響と対応策 

ご参加頂きたい方 

税込・資料代含 

  
３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

 
佐藤経営法律事務所   
弁護士・米国公認会計士・公認内部監査人  佐藤 孝幸 氏 
 

民法改正によって生じる契約実務への影響と対応策 

 

■プログラム■ 

１ 約款による契約実務に影響があるのか？約款を変える必要があるのか？ 

  ・約款に関する規定が新たに設けられた 

２ 取引基本契約書、業務委託契約書・・どの条項を変える必要があるのか？ 

・売主の担保責任と買主の代金減額請求権 

・売買契約における危険負担 

・請負契約における請負人の責任 

・委任契約における報酬請求権など 

３ 契約相手が契約を守らなかった場合の対応はどのように変わるのか？ 

～債務不履行による損害賠償と契約の解除 

・ 債務不履行による損害賠償とその免責事由  

・ 債務の履行に代わる損害賠償の要件 

・ 契約による債務の不履行における損害賠償の範囲 

・債務不履行による契約の解除の要件と効果など 

４ 債権を保全・回収する際に注意すべきポイントとは？ 

・保証人をとる場合の重要な注意点とは？ 

・債権譲渡、相殺、消滅時効など           

※講師とご同業の方のご参加はお断りする場合がございます。 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

 

 
 

 
■開催にあたって■ 

 
120 年ぶりに民法（契約法）が改正されます。本セミナーでは、民法の重要改正ポイントを、皆様が日
常利用している約款、取引基本契約書、業務委託契約書・・のどの条項を変更する必要があるのか
（or 変更する必要はないのか）といった実務に即した視点で解説していきます。そのため、民法改正
点のうち、実務に大きく影響するポイントだけをスピーディに点検されたい方に最適のセミナーとなって
おります。なお、今般の改正は多岐にわたりますが、本セミナーでは改正分野のうち、下記のような契
約法務に密接に関連するテーマにしぼって解説いたします。 

～ 120 年ぶりの民法（債権関係）の改正で契約法務はどう変わる？ 
実務に影響の大きい重要な改正箇所だけをスピード解説 ～ 

 

早稲田大学政治経済学部政治学科卒業。外資系銀行において金融業務、米国大手会計事務所におい

て国際税務コンサルティング業務、大手総合商社において契約法務等に従事。２００２年４月 佐

藤経営法律事務所開設。複数の企業の社外監査役も務める。主な著書として『実務契約法講義』（民

事法研究会）、『英文契約書の読み方』（かんき出版）、『ただいま授業中 内部統制がよくわかる講座』

（かんき出版）、『詳解 監査役の実務』（中央経済社）がある。 

 

法務部門、総務部門、知的財産部門、購買部門など関連部門のご担当者 

 


